
大学・基礎研究・競争的資金分野
大 学 分 野大 学 分 野 基 礎 研 究 分 野基 礎 研 究 分 野

(継)
アルマ計画の推進

(継)

大強度陽子加速器（Ｊ－ＰＡＲＣ）

計画の推進

(継)

ＲＩビームファクトリー計画の推進

(継)

本格的利用期に適した大型放射光

施設（SPring-8）の運営体制の構築

（継）
私立大学における教育・
学術研究の充実

（新）
ポストドクター等の参画に
よる研究支援体制の強化

競 争 的 資 金 分 野競 争 的 資 金 分 野

（継）
グローバルＣＯＥプログラム

（継）
科学研究費補助金

（継）
科学技術振興調整費

（継）
世界トップレベル国際研究
拠点形成促進プログラム

（継）
戦略的創造研究推進事業

（新）戦略的基礎科学研究
強化プログラム
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（継）
大学等の施設の整備」

→

 

詳細な見解付け



（金額の単位：百万円）

優先度
（原案）

優先度
（最終決

定）
施策名 所管

概算
要求額

戦略
重点

最重
要

政策
課題

重点
推進
課題

競争
的

資金

施策の概要
（施策の必要性）

ヒアリング時における有識者コメント（有識者議員名）

ヒアリング
時における
外部専門
家コメント
（匿名）

優先度の理由（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資
金の場合は、制度面での課題も指摘）

優先度の理由（最
終決定）（分野とし
ての技術課題等、
競争的資金の場合
は、制度面での課

題も指摘）

B

ポストドクター等の参画によ
る研究支援体制の強化
・Ｒ＆Ｄアドミニストレーション
体制の整備
・組織横断型研究・技術支援
体制の整備

文部科学省 953 - - - -

特色ある優れた研究活動を展開する大学等において、研究現場
に精通したポストドクター等をリサーチ・アドミニストレーターや高
度技術専門人材として雇用・育成する取組を支援することによ
り、大学等における研究マネジメント体制や技術支援体制の強
化を図る。
　平成22年度は15機関を採択。平成22年度から平成26年度まで
の５年間で全国50機関程度の採択を目指す。

○Ｒ＆Ｄアドミニストレーション体制の整備：377百万円
【主な内訳】
　・リサーチ・アドミニストレーターの人件費：225百万円
　・活動経費：150百万円　　　等

○組織横断型研究・技術支援体制の整備：576百万円
【主な内訳】
　・高度技術専門人材の人件費：450百万円
　・活動経費：113百万円　　　等

○大学における受け皿を確立することが必要。（本庶佑議員）
○ポスドクの新しいキャリアパスとなるより、リサーチアドミニストレータ
及びサイエンステクニシャンのステータスを明確にすべき。また大学側
のシステム改革を条件に公募すべき。（相澤益男議員）
○Ｒ＆Ｄマネジメントの専門家や高度な研究支援者養成は重要である
が、対象にポスドクを主体とする理由は見当たらない。採用する大学
が、これらの職位を正式に認定することが前提。（奥村直樹議員）
○このプログラムがポスドクのキャリアパスになるとは思えない。５年
後のポスドクの行き先があるのか。（今榮東洋子議員）
○本人と受け入れ側の期待がすれ違ったり、双方が業務を理解して
いなかった場合には、「無駄」ということになる。間接経費がこれまで活
用されていなかったのもそこに原因があるのでは。人件費の他に「指
導」の手間、資金が必要。（青木玲子議員）

○Ｒ＆Ｄアドミニストレーターなど雇
用した各人材の支援期間終了後
の展望・処遇が不透明なまま、事
業を実施しても一時的な効果に留
まる懸念がある。
○事業を実施するに当たっては、
採択された大学等において、処遇
が事業実施期間中における一時
的なものに終わらず、継続的にこ
れらの専門職を設置すること、さら
に、専門職を活かすことができるよ
う大学内の体制を構築することを
要件とすべきである。
(本庶佑議員)

平成２２年度概算要求における科学技術関係施策（大学関係）（新規案件）



（金額の単位：百万円）

見解
（原案）

見解
（最終決

定）
施策名 所管

概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

最重要
政策課

題

重点推
進課題

競争
的資
金

施策の概要 ヒアリング時における有識者コメント（有識者議員名）
ヒアリング時における外部専門家コ

メント（匿名）

改善・見直し指摘内容（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、制度面での課題も指

摘）

改善・見直し指摘
内容（最終決定）
（分野としての技
術課題等、競争
的資金の場合

は、制度面での
課題も指摘）

21年度予
算額から
の増減の

理由

着実 アルマ計画の推進
文部科学省
ＮＩＮＳ

4,242 4,305 － － －

  アルマ計画は、チリのアタカマ高地(標
高5,000ｍ)に66台のアンテナを建設し、
これまでにない世界最高性能の高解像
度、高感度、高分解能を有する１つの
巨大な電波望遠鏡として機能させる日
米欧の国際協力プロジェクトであり、太
陽系外惑星とその形成の解明、銀河形
成と諸天体の歴史の解明、膨張宇宙史
と宇宙物質進化の解明に資することを
科学目標とする。
　日本はアルマ計画の中枢であり、米
欧製造の50台のアンテナのみでは描け
ない高精度の画像を得るために不可欠
なACA（アタカマ・コンパクト・アレイ）ア
ンテナ16台の製造を担当しており、平
成22年度は直径７ｍアンテナ11台の製
造完了と受信機の製造を行う。

○運用費、分担割合の説明責任が重要。
(本庶佑議員)
○国際協力の下、着実に実行すべきであ
る。（奥村直樹議員）
○日本の発言力を確保してほしい。長期
的な関係なので最初が肝心である。ＢＢＣ
などで取り上げられるときに、日本のこと
は触れられることが少ない。広報活動を
大切に。(青木玲子議員)

○米欧の不十分な対応に
関わらず、日本側の努力が
ＡＬＭＡをリードしており、よ
り分かりやすい説明によっ
て、国民の理解を得るよう
にしていただきたい。
○ＡＬＭＡのもつ科学的重
要性を考えるなら、当初予
定をできるだけ早期に、か
つ内容的に十分なレベルを
実現することが必要であ
る。国民への説明・還元に
より一層の努力をしてほし
い。

○日本担当分については、設備の導入、性能の確認とも
に、予定通り進捗している。
○計画に変更が生じることは不可避であることは理解（今
回は、欧米の望遠鏡建設遅れと建設費高騰による設置台
数の減少）。
○日本側の努力がアルマ計画をリードしていることや、計
画変更を反映した運用費・分担割合を国民に理解させる
努力が必要である。また、評議会の中における日本の発
言力の確保に努めるべきである。
○アルマ計画の科学的重要性を考えれば、当初予定を早
期に、かつ内容的に十分なレベルで実現することが必要
である。
○以上を踏まえ、本施策は着実・効率的に進めるべきであ
る。
(本庶佑議員)

基礎研究
の強化及
び科学技
術外交の
戦略的展
開から必
要となる先
端研究分
野の国際
協力を推
進する資
源配分方
針を受けて
要求。

着実

大強度陽子加速器
（Ｊ－ＰＡＲＣ）計画
の推進

文部科学省
ＪＡＥＡ
ＫＥＫ

15,320 14,760 － － －

　陽子加速器から発生する多彩な二次
粒子（中性子・ミュオン・ニュートリノ等）
を用いた新しい研究手段を提供する世
界最高レベルの実験施設である大強度
陽子加速器施設（JPARC）について、原
子核・素粒子物理学、物質・生命科学
など、基礎科学から産業応用までの幅
広い研究開発を推進する。また、そのう
ち、「特定先端大型研究施設の共用の
促進に関する法律」（共用促進法）の対
象施設となった中性子線施設で、共用
を促進する。
　平成22年度は、引き続きJ-PARCの
運転を確実に行い研究開発を推進する
とともに、共用の促進を行う。

○国際協調を加速させ、経費分担・運営
費削減を図ること。(本庶佑議員)
○着実な進展が見られ、引き続き着実に
実行すべき。戦略的にインパクトのある研
究課題を優先的に厳選し、実行すること
が期待される。（奥村直樹議員）
○基礎研究はそれ自体が重要であるの
で、国民として支援するべき理由を説明す
るためにも、成果の広報活動を行うべき。
中国との関係はどうなっているか。(青木
玲子議員)

○今後の利用の発展に期
待する。

○国内外に開かれた国際的研究施設としての体制整備
や、産業界からの利用等に関する運営体制等の整備に努
めること。
○昨年のノーベル賞受賞に関連した施設で、科学技術・学
術的意義の高い計画であり、安定的な運用環境を確保す
るべきである。
○基礎研究の成果を広く国民に周知するとともに、国際協
調や産業界からの利用等の活用を図り、運営費の効率化
を図ること。
○中性子利用実験装置の整備計画が1年延長されたこと
から、欧米施設との競争に与える影響を最小限にするた
め、今後の合理的な整備計画を早急に立てること。
○以上を踏まえ、本施策は着実・効率的に進めるべきであ
る。
(本庶佑議員)

基礎研究
の強化を
推進する
資源配分
方針を受
けて要求。

着実
ＲＩビームファクト
リー計画の推進

文部科学省
理研

3,480 3,216 － － －

　ＲＩビームファクトリー計画では、水素
からウランまでの不安定原子核（ＲＩ）
ビームを世界最大の強度で発生させる
ことによって、未知の原子核の生成・発
見とその存在限界を探り、原子核構造
の究極の理解や元素誕生の謎の解明
を目指すとともに、ＲＩ利用技術の拡大
に資する実験研究を行う。
　平成22年度は、引き続き、ＲＩビームか
ら生成される様々な粒子の性質や反応
を測定する実験設備を整備し、それら
を用いた基礎研究を実施する。

○国際協調を計り、費用対効果を向上さ
せること。(本庶佑議員)
○着実に実行することが重要ではある
が、最終目標をより分かりやすくする工夫
が必要。（奥村直樹議員）
○聞いてみると大変興味があり、夢があ
る内容なので、もっと広く、やっているこ
と、やろうとしていることを広めるべき。中
国との関係はどうなっているか。(青木玲
子議員)

○20種以上の未知のＲＩの生成・発見に成功しているが、
さらに新ＲＩを創成するため、ビーム強度を増強させる努力
を続けること。
○類似設備がドイツで建設予定である中、「超低速RIビー
ム生成装置」及び「偏極RIビーム生成装置」の整備計画が
延期されたことから、欧米施設との競争に与える影響を最
小限にするため、今後の合理的な整備計画を早急に立て
ること。
○基礎研究の成果を広く国民に周知するとともに、国際協
調や産業界からの利用等の活用を図り、運営費の効率化
を図ること。
○以上を踏まえ、本施策は着実・効率的に進めるべきであ
る。
(本庶佑議員)

基礎研究
の強化を
推進する
資源配分
方針を受
けて要求。

平成２２年度概算要求における科学技術関係施策（基礎研究）（継続案件）



（金額の単位：百万円）

見解
（原案）

見解
（最終決

定）
施策名 所管

概算
要求額

前年度
予算額

戦略
重点

最重要
政策課

題

重点推
進課題

競争
的資
金

施策の概要 ヒアリング時における有識者コメント（有識者議員名）
ヒアリング時における外部専門家コ

メント（匿名）

改善・見直し指摘内容（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、制度面での課題も指

摘）

改善・見直し指摘
内容（最終決定）
（分野としての技
術課題等、競争
的資金の場合

は、制度面での
課題も指摘）

21年度予
算額から
の増減の

理由

着実

本格的利用期に適
した大型放射光施
設（SPring-8）の運
営体制の構築

文部科学省
理研

9,259 9,226 － - 革 －

　　大型放射光施設（SPring-8）は、物
質の種類や構造解析、様々な機能解
析・分析が可能な放射光を発生する実
験施設であり、「特定先端大型研究施
設の共用の促進に関する法律」（共用
促進法）の対象施設として、共用を促進
する。
　平成22年度は、引き続きSPring-8の
運転を確実に行い、共用の促進を行
う。

○運営費は利用者分担などを活用し、減
少させること。(本庶佑議員)
○空きのビームラインを埋める努力を計
画的にすること。民間利用の促進も重要
ではあるが、学術研究、基礎研究におけ
るインパクトのある研究成果創出へより注
力すべき。（奥村直樹議員）
○比較的実用に近いことをやっているの
で、もっと広報活動を行うべきである。産
業利用があるので、費用分担を考えてほ
しい。(青木玲子議員)

○成果公開優先利用制度の導入、「重点産業利用領域」
での課題募集、測定代行制度の導入などにより、利用の
拡大に努めているが、さらに、産業界にとってより使い勝
手のよい施設とするため、鋭意努力すること。
○様々な研究成果も着実にでており、今後、成果をより広
く国民に周知する必要がある。
○運営費は利用者負担などの一層の活用により、効率化
に努めること。
○理研ビームラインの老朽化対策が延期されるなどの影
響を最小限にするため、今後の合理的な整備計画を早急
に立てること。
○以上を踏まえ、本施策は着実・効率的に進めるべきであ
る。
(本庶佑議員)

基礎研究
の強化を
推進する
資源配分
方針を受
けて要求。



（金額の単位：百万円）

優先度
（原案）

優先度
（最終決

定）
施策名 所管

概算
要求額

戦略
重点

最重要
政策課題

重点推進
課題

競争的
資金

施策の概要
（施策の必要性）

ヒアリング時における有識者コメント（有識者議員名）

ヒアリング時に
おける外部専門
家コメント（匿

名）

優先度の理由（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の

場合は、制度面での課題も指摘）

優先度の理由（最終決定）
（分野としての技術課題等、
競争的資金の場合は、制度

面での課題も指摘）

○

○科研費の枠組みでやる方がよい。そこに予算
を集約するべき。若手については、「さきがけ」あ
るいはＥＲＡＴＯとどこが違うのか。一件あたり5億
円は過大。(本庶佑議員)
○基礎研究強化は重要であるが、新規施策とし
ての特徴は不明確。特に戦略的基礎研究の位置
付けが明確でない。（相澤益男議員）
○10年を超えるプログラムで想定される事業規模
も大きいが、期待される成果が見えにくい。科研
費補助金等の他の基礎研究プログラム内で再検
討するべき。(奥村直樹議員)
○ＥＲＡＴＯと比べた付加価値が不明。既存のプロ
グラムをつなげて同じことができるのではないか。
特に1年目は、4領域から応募可、採択は1つでは
ないか。(青木玲子議員)
○ポテンシャルのある研究を行う成果が判断しに
くいことと、10年の長期であることで評価しにくい。
(今榮東洋子議員)

○我が国の基礎研究を促進するとい
う目的は極めて重要であるが、その
ための制度設計としては、科学研究
費補助金や、戦略的創造研究推進事
業など、既存の制度の中で十分行う
ことが可能である。
○一件当たり5億円で最大10年は過
大である。また中間評価段階で成果
が出ていなくてもポテンシャルを評価
して支援を継続する運用方法が不明
確であり、これらの制度運用方法の
見直しが必要である。
(本庶佑議員)

平成２２年度概算要求における科学技術関係施策（競争的資金）（新規案件）

　我が国の基礎科学力の強化を通
じ、継続的に画期的なイノベーション
を創出するため、優れた目利きによ
り、傑出した成果を出しうる潜在能
力を持つ研究者を厳選。長期間（最
長10年）にわたってじっくりと考え継
続的に研究できる環境を提供し、大
きなイノベーションにつながる世界
的な基礎研究成果の創出を図る。
○研究スキーム
・国内外のノーベル賞級研究者を含
む有識者委員会で研究者を選定。
・マネージメント経験を備えた研究者
を想定。研究の進め方、体制等は、
研究者の考え方や経験値等により
柔軟に設定。

・研究開始後５年目に発展性評価を
実施し、研究継続を判断。
・１領域あたりの予算規模：最大500
百万円（うち間接経費：最大105百万
円）
・採択予定領域数：4程度
・その他事務経費等：180百万円

C
戦略的基礎科学研究強化プ

ログラム［競争的資金］
文部科学省 2,000



（金額の単位：百万円）

見解
（原案）

見解
（最終決定）

施策名 所管
概算

要求額
前年度
予算額

戦略
重点

最重
要政
策課
題

重点
推進
課題

競争
的資
金

施策の概要
ヒアリング時における有識者コメント（有識者議員

名）
ヒアリング時における外部専門家コメント（匿名）

改善・見直し指摘内容（原案）
（分野としての技術課題等、競争的資金の場合は、制度面での課

題も指摘）
特記事項

改善・見直し指摘内
容（最終決定）

（分野としての技術
課題等、競争的資
金の場合は、制度
面での課題も指摘）

21年度予算額からの
増減の理由

優先

大学院教育改革推進
事業のうち、テーマA
「グローバルＣＯＥプロ
グラム」［競争的資金］

文部科学
省

34,136 34,228 － － － ○

我が国の大学院博士課程専攻におい
て、世界をリードする創造的な研究者・
技術者を養成するため、学問分野ごとに
国際的に卓越した教育研究拠点を形成
するための支援を行う。支援期間は原
則5年間。平成22年度は、平成19～21年
度に採択済みの41大学140拠点（我が
国の大学院博士課程専攻の約5％）に
対する継続支援を行う。

○１拠点当たり平均支援金額：243百万
円
　　うち間接経費：56百万円
○支援拠点数：140拠点
○その他評価等経費：81百万円

・大変重要なプログラムである。研
究・人材育成の中での位置づけを
はっきりする必要がある。それに応
じた評価が必要である。（青木玲子
議員）
・制度改革のインセンティブを加え
ること（キャリアパス構築，女性，外
国人，他学身者の割合，テニュアト
ラック）（本庶佑議員）
・大型のものでなくきらりと光る小
規模なものも大切（本庶佑議員）
・機器整備事業は進める（本庶佑
議員）
・２局化が必要。国際ベンチマーク
で評価（本庶佑議員）

・大学院の改革発展に重要な制度。さらに
加速推進すべき。
・終了後にはこの制度があったからこそ改
革充実した大学院制度についての検証が
必要。また、学生の進路に関する流動性を
より加速し、学生により広い選択が実現す
るような対策を組み合わせる必要がある。
・大学院のシステム改革として重要な施策
である。
・継続的に十分な支援が必要。
・大学院の研究・教育の高度化に大きく寄
与している。
・評価に当たっては研究成果のみでなく人
材育成、大学院の水準UPに寄与している
点こそ大きく考慮すべきである。

○大学院の研究・教育の高度化に大きく寄与
し、大学院のシステム改革として重要な施策で
あり、継続的に十分な支援が必要。
○評価に当たっては研究成果のみでなく、人材
育成をはじめとする大学院の教育・研究機能
の向上に寄与している点こそ大きく考慮すべき
である。
○以上を踏まえ、優先して実施すべき。
(本庶佑議員)

「国際競争を勝
ち抜ける高度
産業人材など
の科学技術人
材の育成強化」
を推進する資
源配分方針を
踏まえて要求。
厳しい財政状
況を勘案し、平
成22年度にお
いては、新規拠
点の採択は実
施せず、継続
支援のみを実
施。

「環境・エネル
ギー分野など
の技術革新で
世界をリードす
るという視点に
重点を置く」、
「基礎研究を強
化する」との資
源配分方針を
受けて、新規に
３拠点の拡充を
図る。

優先

世界トップレベル研究
拠点（ＷＰＩ）プログラム

［競争的資金］

文部科学
省

9,312 7,109 － －

平成２２年度概算要求における科学技術関係施策（競争的資金）（継続案件）

　世界的な著名研究者を拠点長として責
任者に位置付け、その下に高いレベル
の研究者が結集する、優れた研究環境
と高い研究水準を誇る基礎研究分野を
対象とした世界トップレベルの研究拠点
を形成する。
　平成22年度は、低炭素社会への貢献
が期待される環境・エネルギー分野と
いった、地球規模問題の解決に資する
分野等で、新規に３拠点の拡充を図る。

○１拠点あたりの金額：1,413百万円
　　うち間接経費：323百万円
○既存拠点数：5拠点
○新規採択予定拠点数：3拠点（１拠点
あたりの金額は半年分）
○その他事務経費等：125百万円

○3拠点の増加は適切と考えられ
る。このシステム改革が全体に影
響を及ぼすようになることが望まし
い。（本庶佑議員）
○非常に重要。個々の課題を処理
していくことがかなりの程度システ
ム改革に繋がる。（白石議員）

○世界トップレベルの研究者を集め、新しい融
合領域を創出することは、学術の発展に不可
欠であり、専門分野ごとに行われがちな我が国
の研究活動に大きなインパクトを与えるものと
評価できる。
○現在の５拠点では、拠点長によるトップダウ
ンマネジメントが可能な組織制度、学内の通常
の給与水準と異なる能力に見合う給与システ
ムの導入など、システム改革が行われ、大きな
成果をあげている。
○これらのシステム改革の内容をさらに充実さ
せ、その成果を他の研究機関等に波及させる
ことが必要であるので、３拠点の増加について
は適切と考えられる。
○以上のことを踏まえ、優先して実施すべき。

(本庶佑議員)

－ ○
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